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　著者らは，十字鉄骨を用いた鋼・コンクリート合成柱の構造性能について調べてきた。本研究では，合成

構造のメリットを活かし，尚且つ簡潔な柱梁接合部ディテールを提案し，八角形断面を持つ十字形鉄骨とコ

ンクリートで構成されたSC柱と鉄骨梁で構成された混合構造骨組の弾塑性変形性状を調べる事を目的に実

験を行った。まず要素試験としてSC柱と梁フランジのみで構成された試験体の単調引張試験を行い，応力

伝達機構を明らかとした。次に一定軸力下で繰り返しせん断力を受ける十字形骨組の載荷試験を行い，弾塑

性性状を明らかにした。その結果，SC柱と鉄骨梁で構成される骨組の柱梁接合部のせん断耐力を明らかにす

るとともに，骨組の応力伝達においてバンドプレートの有効性を示した。
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1.序

　著者らは,鉄骨鉄筋コンクリート (以下，SRCと略記

)部材の特徴である高耐震性能の更なる向上と,施工に

おける省力化を目指した鋼・コンクリート(以下SCと略

記)合成柱材の開発を目的として,十字形鉄骨とコンク

リートのみで構成された八角形断面を有するSC柱材を

提案している。本SC柱材の弾塑性変形性状を検討する

ため，地震時応力を想定した曲げせん断実験を行ない，

本SC柱材がSRC柱材に劣らない構造性能を示すことを

明らかとした1)。

　このSC柱と組合せる梁として，鉄骨梁，鉄筋コンク

リート(RC)梁，SC梁，SRC梁などが考えられるが，まず

鉄骨梁と組合せる柱梁接合部の合理的な設計法を検討す

る。文献2)では本SC柱と鉄骨梁で構成された柱梁接合

部の部分モデル試験体の引張実験，十字形フレームの繰

り返しせん断実験を行った。その結果，一般的に十字形

鉄骨の形状維持の為に用いられるバンドプレートを接合

部に設けることによりバンドプレートが応力伝達に寄与

し，内スチフナを設けなくても梁の応力を確実に柱に伝

えることが可能であることを明らかとした。

　本研究では,より簡素化された柱梁接合部のディテー

ルの開発を目的とし，バンドプレートの耐力と外ダイア

フラムの必要最小幅を明らかとすることと，柱梁接合部

のせん断耐力の評価法を示すことを目的としている。

2. 梁端接合部の引張実験

(1)実験概要

a)試験体

　図-1と図-2に試験体の形状と接合部ディテールを示

す。本研究では八角形SC柱と鉄骨梁を外ダイアフラム

を設けて溶接接合した接合部ディテールについて検討す

る。鉄骨梁はフランジのみを再現した。梁フランジと外

ダイアフラムは1枚の鋼板から切り出し，柱鉄骨のフラ

ンジと完全溶け込み溶接にて溶接接合している。柱の十

字鉄骨の寸法はCH-200x80x4.5x9とし梁フランジ断面は

100x6,120x9の2種類とした。バンドプレートは高さ50mm，
厚さ6mmの鋼板を柱フランジおよび外ダイアフラムに

隅肉溶接した。試験体一覧を表-1に示す。実験変数は

梁幅,フランジ厚，外ダイアフラムの幅，バンドプレー
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B120 D30-B
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トの有無とし，計9体の試験体を製作した。外ダイアフ

ラムの必要幅dn の算出は後述の式(6)で行った。本実験

では30N/mm2 級のコンクリートを用いている。コンク

リート強度を表‐1に，鋼材の機械的性質を表-2に示す。

b)外ダイアフラムの設計概要

　梁の応力を確実に柱に伝える為に必要な外ダイアフラ

ムの幅dn を決定するにあたり，図-3に示すような力の

伝達を想定した。梁フランジの引張力(P)を外ダイアフ

ラム(T)と柱ウェブ(W)とバンドプレート(N)で負担させ

るものとすると，dn は(6)式にて算出される。

　　　　　　　　　　 　, 　　　 　　　(1),(2)

(3)

　　　　　　　　　　,　 　　　　　　　(4),(5)

(6)

　ここでP:梁の引張力、tf：ダイアフラム・梁フランジ

の厚さ， y:降伏応力度（270N/mm2），W:柱ウェブの負担

表 -1　試験体一覧

※:dn:式(6)で計算した必要ダイアフラム幅，バンドプレートは高さ50mm，厚さ6mmで統一

表-2 鋼材の機械的性質

図-2 接合部ディテール

図-3 接合部の応力伝達

図-1 試験体形状
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引張強さ

(N/mm2)
降伏比

ヤング係数

(N/mm2)
伸び率

(％)
PL4.5 332 450 0.74 2.12×105 37.0
PL6.0 265 428 0.62 2.05×105 39.5
PL9.0 299 485 0.62 2.03×105 38.9
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力，N:バンドプレートの降伏強度（高さH=50mm)，tb:バ
ンドプレートの厚さ（6mm），T:外ダイアフラムの降伏

強度とする。柱ウェブにかかる力は柱フランジと柱ウェ

ブ間の溶接強さを最大と仮定しサイズを4.5mm，溶接長

さLを柱材長の半分の長さ(100mm)とし算定した。この

dn を満たしていれば外ダイアフラムより梁が先行して降

伏することになる。

c)載荷方法

　載荷装置を図-4に示す。加力側は固定端とし500kN水

平ジャッキを用い図中矢印の方向に加力し試験体に引張

力を作用させた。ひずみは梁，柱ウェブ，ダイアフラム，

バンドプレートに貼付し各位置のひずみを計測した。変

位は試験体全長800mm区間の軸方向変位を計測した。

(2)実験結果

a)荷重-変形関係　

　図-5に各試験体の荷重-変形関係を示す。図中には

材料強度を用いて計算した梁フランジの降伏耐力を破線

で示している。また、表-3 に主要な実験値を示す。

　図-5(a)は梁幅100mmの3試験体の比較である。D=15mm
の試験体はD=30mmとほぼ同等の変形能力を示した結果
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図-5 引張試験の荷重- 変形関係
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図 -4 載荷装置

となり，式(6)で算定した必要幅を満たしていないが，

バンドプレートを設けることにより，梁の応力を確実

に伝えることできた。

　同図(b)は梁幅120mm，バンドプレートありの4試験体

を比較したものである。D=15mm,D=20mmの試験体は必要

ダイアフラム幅よりも小さい外ダイアフラム幅である

が，梁の応力を伝達することができ，変形能力に富ん

だ挙動を示している。

　同図(c),(d)はバンドプレートの有無を比較したグラ

フを示している。D=30mm，D=40mmともにバンドプレー

トの有無で大きな差が見られた。また，バンドプレー

トを設けることで外ダイアフラムは必要幅の半分と

しても応力伝達が可能であり，変形能力はバンドプ

レートがない場合と比べて約2 倍となる。

　実験終了後の写真を写真-1に示す。試験体の破壊形式

は、B120 D30-N,B120 D40-Nを除いて,写真-1(a)に示すよう

に全て梁フランジの破断であった。B120 D30-Nは写真-1(b)

に示すようにダイアフラムの破断であった。また, 柱

ウェブとフランジの溶接部が切れていた。B120 D40-Nは写

真-1(c)に示すようにダイアフラムの破断は見られな

かったが，柱ウェブとフランジの溶接部が破断した。

b)ひずみ挙動

　図-6 にひずみ- 変形関係を示す。柱ウェブ，外ダイ

アフラムともに，B120 D30-Bの反力側で計測されたゲージ

の値を示している。同図(a)より柱ウェブのひずみは，8
番が最も大きく次に6番，10番が大きな値となっている。

これは，柱ウェブ先端では，梁フランジ高さで歪(応力)

が集中し，柱の中心に向かって応力がウェブ高さ方向に

広がっていることを裏付ける結果である。

　同図(b)よりダイアフラムのひずみは中心(30 番，32
番)が最も大きく，内側と外側で比べると内側のほうが

高いことが分かる。

(3)考察

　本研究では，梁フランジの引張応力を伝えるために必

要な外ダイアフラム幅を式(6)で算出したが，必要幅の半
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B100 D15-B 15 (d n=0) 256.7 97.6 150 1.71
B100 D15-N 15 (d n=27.8) 0.54 254.6 96.0 165 1.54
B100 D30-N 30 (d n=27.8) 1.08 252.4 90.1 164 1.54
B120 D15-B 15 (d n=22.9) 0.66 506.7 93.2 282 1.80
B120 D20-B 20 (d n=22.9) 0.87 496.6 86.3 299.0 1.66
B120 D30-B 30 (d n=22.9) 1.31 489.3 94.5 304 1.61
B120 D40-B 40 (d n=22.9) 1.75 503.5 94.1 299 1.68
B120 D30-N 30 (d n=56.3) 0.53 425.4 35.1 318 1.34
B120 D40-N 40 (d n=56.3) 0.71 471.9 47.1 307 1.54

　P max(kN) 　δmax(mm) 　P y (kN) P max P y試験体 外ダイアフラム幅 D梁寸法

PL-100x6

PL-120x9

 D  d n
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表-3実験結果
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図-6 ひずみ- 変形関係

(b )　外ダイアフラム(a) 柱ウェブ

写真 -1　破断状況

(a) B120 D30-B (c) B120 D40-N(b) B120 D30-N

( c )　ゲージ貼付位置

※ 　dn:必要ダイアフラム幅　D/dn:幅厚比 max:最大耐力時の変形　Pmax/Py:耐力比

分の幅でも梁の応力を伝達することができた。B100 D15-
N,B120 D20-B,B120 D15-Bは設計時は外ダイアフラムでの破

断を予測していたが，結果としては梁フランジでの破断

となった。これは,外ダイアフラムとバンドプレート間

の溶接部での応力伝達の影響が考えられる。

　バンドプレートを設けることで変形能力が約2倍とな

り，梁の応力を確実に伝えることができる。

　ひずみ-変形関係(図-6(a)参照)より柱ウェブにかか

る応力の流れは一様ではなく，応力が伝わる有効断面積

は全面積でないことが分かる。

　以上の事により，外ダイアフラムの必要幅は本設計式

(6)で安全側に評価できる。

3. 十字形骨組の繰返し荷重載荷実験

(1)実験概要

a)試験体

　十字形骨組の寸法と柱梁接合部のディテールをそれぞ

れ図-7(a)( b)に示す。試験体は八角形断面を有するSC
柱と鉄骨梁を溶接接合した柱通し型の骨組とし，柱梁接

合部を外ダイアフラムとバンドプレートで構成した。バ

ンドプレートを設けた試験体を3体，設けていない試験

体を2 体の計5 体を製作した。

　外ダイアフラムの必要幅を満たしていれば梁の性能を

十分に発揮させることができ，柱，柱梁接合部パネルの

耐力を梁よりも高く設計すれば, 梁で崩壊させる事が

できることを既往の研究で明らかとしている5)。本研究

では柱梁接合部パネルの終局せん断耐力の評価法を調べ

るため柱梁接合部先行崩壊型の設計とした。

　表-4に試験体一覧を示す。実験変数には外ダイアフ

ラムの幅D，バンドプレートの有無を選定している。

　梁の応力を確実に柱に伝えるために必要な外ダイアフ

ラムの幅dn はバンドプレートを取り付けた場合22.9mm
でありバンドプレートがない場合は56.3mmとなる。外ダ

イアフラムの必要幅を満たし，バンドプレートの有無で



の性能の差異をD30-B，D30-Nで比較する。またバンドプ

レートを取り付けた場合の外ダイアフラム幅の違いが弾

塑性挙動に及ぼす影響をD15-B,D30-B,D40-Bで検討する。

D60-Nはバンドプレートを設けず外ダイアフラムの必要

幅を満たした試験体である。D15-BとD30-Nは外ダイア

フラムで破壊するように設計し，その他は接合部パネル

で破壊するように設計を行っている。

　試験体は外ダイアフラムと梁フランジを一枚の鋼板か

ら切り出し, 外ダイアフラムと柱フランジを完全溶け

込み溶接にて溶接接合した。バンドプレートの寸法は鋼

板厚6mm，高さ50mmとし，柱十字鉄骨フランジに完全

溶け込み溶接し外ダイアフラムには隅肉溶接した。柱と

梁の鉄骨はSS400材で4.5mmと9mm厚の鋼板を溶接して

製作した。鋼材の機械的性質を表-5 に示す。

b)設計概要

　試験体を設計するにあたり，柱と梁の終局曲げ耐力

及び柱梁接合部パネル部の終局せん断耐力を算定した。

　鉄骨梁の耐力は，図－7(b)のA-A’の位置で断面が

全塑性モーメントb Mp を発揮する時を終局耐力として算

定し，柱の曲げ耐力c Mpc は一般化累加強度を用いて算定

した。なお，コンクリートの圧縮強度の低減は行ってい

ない。

　柱梁接合部パネルの終局せん断耐力j Mu はSRC規準に

準じて式 (8)により算定した6)。

(8)

D15-B 15　(d n=22.9) 有 外ダイアフラム

D30-B 30　(d n=22.9) 有 柱梁接合部

D30-N 30　(d n=56.3) 無 外ダイアフラム

D40-B 40　(d n=22.9) 有 柱梁接合部

D60-N 60　(d n=56.3) 無 柱梁接合部

CH-200x80x4.5x9 H-250x120x4.5x9

試験体 破壊形式外ダイアフラム幅 D BPの有無柱 梁

ここで，cVe：柱梁接合部パネルのコンクリートの有効体

積（フランジ厚の中心で囲まれた八角形の面積×
b 

j),
b 

j:
鉄骨梁のフランジ中心間距離，

j
Fs：柱梁接合部パネルの

コンクリートのせん断強度（= min(0.12c B，1.8+3.6c B/100)），

c B：コンクリートの圧縮強度，j ：柱梁接合部パネルの

形状による係数(十字フレームなので3とする)，sV：柱

梁接合部パネルの鉄骨の有効体積，s y：鉄骨の降伏応力

度である。

　接合部パネルの鉄骨の有効体積sVは，既往の研究5)に

よりせん断力に対して弱軸の鉄骨フランジも抵抗するこ

とが判明しているので，sVは強軸の鉄骨ウェブ＋弱軸の

鉄骨フランジの体積の和とする。

　柱，梁および接合部パネルの終局耐力を梁のせん断力

Pに換算した値c Pu，b Puおよびj Puを式（9），（10）および

（11）により算定した。骨組の計算耐力Pu は，c Pu，b Pu お

よびj  Pu の最小値で判断している(式(12)参照)。

　　 　　　　　　,　　　　　　　（9）,（10）

(11)

(12)

ここで，H，h：それぞれ，柱梁接合部パネルの心および

梁フェイスから柱頭の加力点までの距離,L：梁接合部

パネルの心から梁材端の加力点までの距離，l:図－7(b)
の位置A-A’から梁材端部の加力点までの距離,c Mpc：

柱断面の終局曲げ耐力，b Mp：梁断面の全塑性モーメン

ト,
 j Mu：柱梁接合部パネルの終局せん断耐力とする。

c)載荷方法

　載荷装置を図-8に示す。柱には断面の圧縮耐力の30%
の軸力を作用させ, 梁の両端に取付けた 500kN 油圧

表-4　試験体一覧

表 -5　鋼材の機械的性質

2000
1000 1000

40
0

40
0

80
0

図 -7 試験体立面図

※ 　()内は必要ダイアフラム幅dn　BP:バンドプレート
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b M p (kN・m) b P u (kN) j P u 1(kN) j P u 2(kN)
D15-B 133 4% 124.8 1.20 1.55
D30-B 139 4% 128.4 1.25 1.61
D30-N 114 4% 128.4 1.02 1.32
D40-B 139 4% 130.8 1.25 1.62
D60-N 127 5% 136.1 1.14 1.48

耐力比

P max /j P u 2

111.5 86.2

耐力比

P max /j P u 1

96.3

実験耐力

梁
P max (kN) R max (％)

計算耐力

柱梁接合部
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反力をとるためのアクチュ

図 -8　載荷装置

東 西

表-6　実験結果

※Pmax:最大荷重　 Rmax:最大耐力発揮時の部材角

ジャッキにより正負交番繰り返しせん断力を載荷した。

　載荷形式は,部材角2%までは0.5%ずつ漸増させ,部

材角2%からは1%ずつ漸増させて載荷した。各変位振

幅とも2 サイクルずつ繰り返している。

(2)実験結果

　実験結果を表-6に示す。試験体それぞれの梁のせん

断力(外力荷重)P-部材角R関係を図-9(a)～(e)に示す。

梁の部材角Rは,東側と西側の梁端の加力点の位置で変

位計により測定した梁の鉛直変位を，柱梁接合部パネル

の芯から梁材端の加力点までの長さで除して求めた値と

した。全ての試験体において東と西で弾塑性挙動は変わ

らなかった為，西のせん断力(外力荷重)P- 部材角R 関

係を示した。図中に示している点線は，材料強度を用い

て計算した梁断面の全塑性モーメントを発揮する時の梁

のせん断力bPu である。また実線で示している jPu1 と jPu2

は柱梁接合部パネルの終局せん断耐力である。

　D15-Bは測定装置の不備で部材角4%以降の載荷がで

きなかったのでそこで実験を終了した。またD40-Bは部

材角4%まで載荷を行い一度実験を終了した後,もう一

度部材角6% まで載荷を行った。　

　全ての試験体において梁に目立った局部座屈は確認さ

れず, 外ダイアフラムでの局部的な破断も確認されな

かった。柱梁接合部には大きなせん断変形が確認され

た。バンドプレート有の試験体は部材角1.5%で柱梁接

合部のコンクリートに約0.1mm幅のせん断ひび割れが確

認された。部材角3%載荷時には柱梁接合部の表面のコ

ンクリートに剥落が生じた(写真2(a)参照)。バンドプ

レートが無い試験体は1%から1.5%にかけて約0.4mm程

度のせん断ひび割れが生じた。部材角5%から6%載荷

時には柱フランジで囲まれていないコンクリートが激し

く破壊し剥落した(写真2(b)と(c)参照)。図-9の(a)

D15-Bと(b)D30-B，(d)D40-Bを比較すると履歴性状は部材

角4%まで同様の挙動を示し，骨組の最大耐力も同程度

の値を示した。

　D30-BとD30-Nを比較するとD30-Bの方が約1.2倍の最

大耐力を示している。このことから，バンドプレートが

応力伝達に寄与していることが分かる。D30-NとD60-Nか

らバンドプレートを取り付けていない場合でも外ダイア

フラムの必要最小幅を満たしておけば外ダイアフラムで

の局部的な破断を起こすことなく応力伝達できる事が分

かった。

(3)柱梁接合部の終局せん断耐力

　式(8)における鉄骨の有効体積sV は柱強軸ウェブの

体積と柱弱軸フランジの体積の1/2をとった式(13）を用

いて算定する。同様に，コンクリートの有効体積cVe は，

柱梁接合部パネルの十字形断面鉄骨とバンドプレートで

囲まれた八角形断面積×b j（図-10（a））とし式(14)で

算定する方法と，柱梁接合部パネルの強軸フランジ間

に拘束されたコンクリートの断面積×b j（図-10（b））と

し式(15)で算定する方法の 2 種類を検討した。jPu1

はcVe1 を，jPu2 はcVe2 を用いて算定する。

（13）

（14）

（15）

ここでCtw，Ct f:柱の鉄骨ウェブとフランジ厚，CsD, Csb:
柱の鉄骨せいと幅（強軸，弱軸同値）である。

　接合部にバンドプレートを用いた場合，柱梁接合部
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図-9　骨組の荷重‐ひずみ関係

(a) D15-B (c)D30-N(b)D30-B

(d)D40-B (e)D60-N

図 -11 D15-B 柱梁接合部の弱軸鉄骨フランジの

せん断ひずみ図-10　接合部パネルのコンクリートの有効体積の領域

(a)cVe1算定時
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(b)cVe2算定時

パネルのコンクリートの拘束効果が大きく，大きなコン

クリートの剥落は見られなかった。これらの試験体では

部材角0.5%で柱梁接合部の強軸ウェブがせん断降伏し

ていた。さらに，図-9(a)(b)(c)に示す様に部材角2%で

jPu1 を発揮できているので，終局せん断耐力をjPu1 で評価

できると考えられる。

　図-11 にD15-Bの試験体の柱の弱軸鉄骨フランジのせ

ん断ひずみを示す。弱軸のフランジは部材角2% 載荷時

に降伏ひずみの約1/2のひずみに留まっている。これは

他の試験体も同様のひずみ性状であった。この結果より

柱梁接合部の終局せん断耐力を算定する上で弱軸鉄骨フ

ランジの体積を1/2とした式(13)で評価するのが妥当で

あると考えられる。

　接合部にバンドプレートを設けなかった場合は，図-

9(c)(e)から分かる通りjPu1を発揮していない。柱梁接合

部の鉄骨ひずみの挙動はバンドプレート付の試験とほ

ぼ同様であるが，接合部コンクリートの剥落が生じてお

り(写真-2(b)(c))，接合部外部コンクリートの拘束効果

は期待できないと考えられる。これらの試験体は部材角

2%載荷時でjPu2は発揮できているため，この耐力で終局

せん断耐力を評価することができると考えられる。

4.結論

　鋼・コンクリート合成柱と鉄骨梁から構成される混合

構造骨組の柱梁接合部の応力伝達性状に関して引張試験

及び繰り返しせん断実験を行った結果，以下のことを明

らかとした。

1)外ダイアフラムの幅は，式(6)で算出した外ダイアフ

 ラム幅を満たしていれば梁の応力を柱に伝達できる。

2)変形能力は外ダイアフラムの幅よりバンドプレートの

 有無によって差が出る。バンドプレートを用いた場合

 は変形能力が約2倍となり，バンドプレートが応力伝

 達の点でも有効である。

3)SC柱と鉄骨梁で構成された十字形の骨組でも式(6)で
 示した外ダイアフラムの必要幅を満たしておけば梁の

 応力を柱にスムーズに伝達できる。

4)SC柱と鉄骨梁で構成された十字形骨組の柱梁接合部

 パネルの終局せん断耐力は式(8)で評価できる。

 式中の鉄骨体積sVは式(13)で，コンクリートの体積cVe

　
はバンドプレートを用いた場合には式(14)で，用いな

 い場合には式(15)で算出する。

48-7

有効領域



(a)D15-B (c)D60-N(b)D30-N

Daiki FUCHIGAMI,Yo KURATOMI,Teruhisa TANAKA  and Junichi SAKAI

AN EXPEROMENTAL STUDY ON BEHAVIOR OF BEAM-TO-COLUMN
CONNECTION OF STEEL AND CONCRETE COMPOSITE

COLUMNS AND STEEL BEAMS

The authors have investigated the structural performance of steel-concrete columns (SC columns) using
cross steel and showed the SC columns have great earthquake resistant performance. In this paper, a detail of
beam-to-column connection on the behavior of frames composed SC columns and steel was discussed.
Element tests of SC columns and steel beam flanges and frames conposed of SC columns and steel beams
were carred out. From the test results, the following things became clear. 1) Band plates are effective for stress
tranfer between steel beam frange and SC column. 2)The ultimate shear strength of beam-to-column connec-
tion panel can be evalutied by using (8)and (13)～(15) formulae.

写真-2　柱梁接合部パネルのコンクリート破壊状況
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